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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第13期
第１四半期
累計期間

第14期
第１四半期
累計期間

第13期

会計期間

自平成23年
４月１日
至平成23年
６月30日

自平成24年
４月１日
至平成24年
６月30日

自平成23年
４月１日
至平成24年
３月31日

売上高（千円） 337,122 355,4171,511,242

経常利益（千円） 34,364 57,876 88,173

四半期（当期）純利益（千円） 34,289 53,411 72,998

持分法を適用した場合の投資利益

（千円）
― ― ―

資本金（千円） 254,219 254,219 254,219

発行済株式総数（株） 13,700 13,700 13,700

純資産額（千円） 247,283 339,903 286,533

総資産額（千円） 1,330,2961,316,3421,241,958

１株当たり四半期（当期）純利益金額

（円）
2,502.903,898.625,328.33

潜在株式調整後１株当たり四半期（当

期）純利益金額（円）
― ― ―

１株当たり配当額（円） ― ― ―

自己資本比率（％） 18.6 25.8 23.1

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

　

２【事業の内容】

当第１四半期累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。

　

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。
　
（１）業績の状況

当第１四半期累計期間におけるわが国経済は、依然として厳しい状況にあるものの、復興需要等を背景として、緩

やかに回復しつつ推移しました。企業収益は持ち直しが見られ、設備投資も緩やかに持ち直しつつあり、企業の業況

判断は全体としては小幅改善となっております。雇用情勢は持ち直しているものの、東日本大震災の影響もあり依

然として厳しく、景気回復の動きが確かなものとなることが期待されております。

このような環境の中、「本業である企業向けの継続的ＩＴサービスへの集中」、「各種ＩＴサービスの大型化や

長期化」、「新しいＩＴサービスの立ち上げ」、「全社的な業務効率化の推進」、「堅実な経営管理体制の更なる推

進」などに取り組んでまいりました。

・ＩＴサービス売上

当社の本業である「継続ＩＴサービス」の売上は、ほぼ計画通りで順調に推移、「一時的ＩＴサービス」の売

上は一部延期になった案件等がありましたが、比較的堅調に推移しました。その結果、ＩＴサービスの売上高は

282,075千円（前年同期比14.7%増）となりました。

・商品売上

商品売上におきましては、設備投資は緩やかに持ち直しつつあるものの、若干低調と予測した計画通りに推移

しました。その結果、商品売上は73,341千円（前年同期比19.6%減）となりました。
　
費用面につきましては、前事業年度より取り組んでいる新たなサービス「ソフトウェア・サービス」「セキュリ

ティ関連サービス」「スマートフォン系サービス」に人的投資等を含む必要な投資を行っているため、また、本社

移転を行ったため増加傾向にありますが、いずれも一時的な増加で計画の範囲内であり堅調に推移していると判断

しております。

なお、役員に対する長期貸付金に係る貸倒引当金の一部を、貸倒引当金戻入額として営業外収益に計上しました。

以上により、当社の当第１四半期累計期間の業績は、売上高355,417千円（前年同期比5.4%増）、営業利益5,530千

円（前年同期比83.8%減）、経常利益57,876千円（前年同期比68.4%増）、四半期純利益53,411千円（前年同期比

55.8%増）となりました。

なお、当社の事業はＩＴアウトソース事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しておりま

す。
　
（２）財政状態の分析

当第１四半期会計期間末における総資産は前事業年度末に比べ74,383千円増加し、1,316,342千円となりました。

これは、売掛金の減少等があったものの、戻入による貸倒引当金の減少等があったことによるものです。

負債合計は、前事業年度末に比べ21,013千円増加し、976,438千円となりました。これは、買掛金の減少等があった

ものの、前受金の増加等があったことによるものです。

純資産は、前事業年度末に比べ53,369千円増加し339,903千円となりました。これは、利益剰余金が増加したこと

によるものです。

なお、自己資本比率は前事業年度末と比較して2.7ポイント増加し、25.8%となりました。
 

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。
 
（４）研究開発活動

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 20,000

計 20,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成24年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成24年８月９日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 13,700 13,700

大阪証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（グロース）

当社は単元株制

度は採用してお

りません。

計 13,700 13,700 ― ―

　

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成24年６月25日

（注）
― 13,700 ― 254,219△122,658 31,558

(注) 平成24年６月25日開催の定時株主総会決議により、平成24年６月25日付で会社法第448条第１項の規定に基づき、資

本準備金122,658千円を減少し、その他資本剰余金に振り替えた後、同日付で会社法第452条の規定に基づき、その他

資本剰余金122,658千円を減少し、繰越利益剰余金に振り替え、欠損填補を行っております。

　

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成24年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

 平成24年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等） ― ― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式　　13,700 13,700 ―

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 13,700 ― ―

総株主の議決権 ― 13,700 ―

 

②【自己株式等】

　 平成24年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有株
式数(株)

他人名義所有
株式数(株)

所有株式数
の合計(株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(%)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第

63号。）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間（平成24年４月１日から平成24

年６月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成24年４月１日から平成24年６月30日まで）に係る四半期財務諸

表についてアスカ監査法人による四半期レビューを受けております。

３．四半期連結財務諸表について

当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

前事業年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期会計期間
(平成24年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 80,687 66,665

売掛金 215,561 110,134

商品 27,090 21,187

仕掛品 473 391

リース投資資産 67,268 70,819

繰延税金資産 8,719 5,049

1年内回収予定の長期貸付金 15,112 15,207

1年内回収予定の役員に対する長期貸付金 11,326 165,139

その他 27,699 74,262

貸倒引当金 △1,571 △16,291

流動資産合計 452,366 512,566

固定資産

有形固定資産

賃貸用資産（純額） 428,662 408,450

その他（純額） 5,786 8,076

有形固定資産合計 434,449 416,527

無形固定資産 77,334 85,327

投資その他の資産

投資有価証券 11,915 12,263

長期貸付金 347,218 343,398

役員に対する長期貸付金 156,618 －

その他 64,365 180,258

貸倒引当金 △302,308 △234,000

投資その他の資産合計 277,809 301,920

固定資産合計 789,592 803,776

資産合計 1,241,958 1,316,342

負債の部

流動負債

買掛金 182,978 60,343

1年内返済予定の長期借入金 265,778 287,246

未払金 39,884 44,010

前受金 165,387 370,945

賞与引当金 11,925 585

その他 50,757 23,171

流動負債合計 716,711 786,301

固定負債

長期借入金 238,713 190,137

固定負債合計 238,713 190,137

負債合計 955,424 976,438
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（単位：千円）

前事業年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期会計期間
(平成24年６月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 254,219 254,219

資本剰余金 154,217 31,558

利益剰余金 △120,526 55,543

株主資本合計 287,911 341,322

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △1,377 △1,418

評価・換算差額等合計 △1,377 △1,418

純資産合計 286,533 339,903

負債純資産合計 1,241,958 1,316,342
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（２）【四半期損益計算書】
【第１四半期累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年６月30日)

売上高 337,122 355,417

売上原価 239,629 252,867

売上総利益 97,493 102,549

販売費及び一般管理費 63,260 97,018

営業利益 34,232 5,530

営業外収益

受取利息 4,161 3,521

貸倒引当金戻入額 － 52,819

その他 986 976

営業外収益合計 5,148 57,317

営業外費用

支払利息 3,644 3,310

為替差損 593 1,661

その他 777 －

営業外費用合計 5,016 4,972

経常利益 34,364 57,876

特別損失

固定資産除却損 0 －

事務所移転費用 － 383

特別損失合計 0 383

税引前四半期純利益 34,364 57,493

法人税、住民税及び事業税 75 169

法人税等調整額 － 3,912

法人税等合計 75 4,082

四半期純利益 34,289 53,411
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【会計方針の変更】

（減価償却方法の変更）

　当社は、法人税法の改正に伴い、当第１四半期会計期間より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産につい

て、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

　この変更による損益に与える影響は軽微であります。

　　

【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

前事業年度（平成24年３月31日）及び当第１四半期会計期間（平成24年６月30日）

該当事項はありません。

（四半期損益計算書関係）

前第１四半期累計期間（自平成23年４月１日　至平成23年６月30日）及び当第１四半期累計期間（自平成24年４

月１日　至平成24年６月30日）

該当事項はありません。

　

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期

間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

　
前第１四半期累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年６月30日）

減価償却費 24,775千円 25,431千円

　

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日）

配当に関する事項

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第１四半期累計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年６月30日）

配当に関する事項

該当事項はありません。

 

（持分法損益等）

前第１四半期累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日）

該当事項はありません。

　

当第１四半期累計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年６月30日）

該当事項はありません。

 

（企業結合等関係）

当第１四半期会計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年６月30日）

該当事項はありません。
　

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当社は、ＩＴアウトソース事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。なお、潜在株式調整後１株当たり四

半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　
前第１四半期累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 2,502円90銭 3,898円62銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 34,289 53,411

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 34,289 53,411

普通株式の期中平均株式数（株） 13,700 13,700

　

（重要な後発事象）

当第１四半期会計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年６月30日）

該当事項はありません。

　

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成24年８月９日

モジュレ株式会社

取締役会　御中

アスカ監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 田中　大丸　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 若尾　典邦　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているモジュレ株式会社

の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの第14期事業年度の第１四半期会計期間（平成24年４月１日から平成24

年６月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成24年４月１日から平成24年６月30日まで）に係る四半期財務諸表、すな

わち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半

期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、モジュレ株式会社の平成24年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する

第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　

　（注）1.　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

　　　　2.　四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。

EDINET提出書類

モジュレ株式会社(E05600)

四半期報告書

13/13


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営上の重要な契約等
	３財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	（３）行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	（４）ライツプランの内容
	（５）発行済株式総数、資本金等の推移
	（６）大株主の状況
	（７）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１四半期財務諸表
	（１）四半期貸借対照表
	（２）四半期損益計算書
	第１四半期累計期間
	会計方針の変更
	注記事項
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

